
都道府県名

事業費

目標年 （千円）

平成17年度 奥州市(旧前沢町) 67.5% 67.5% 125.0% 15,000
暗渠排水の整備により計画的ブロックローテーションが可能となったことから利用

集積が進み、成果目標を達成することができた。

集落営農組織の設立数 1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

1法人 1法人 100.0% 成果目標を達成した。

1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

集落営農組織への農用地の利用集積面積 82.5ha 82.5ha 93.0%
目標年に成果目標を達成していないため、達成に向け市と連携して集落営農組織に対
する支援を行い、今後の農地利用集積を促進する。

76.4% 76.4% 92.9%
目標年に成果目標を達成していないため、達成に向け市と連携して集落営農組織に対
する支援を行い、今後の農地利用集積を促進する。

78.5ha 78.5ha 101.0% 成果目標を上回り達成した。

集落営農組織の設立数 1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

集落営農組織への農用地の利用集積面積 80.0ha 80.0ha 204.0% 成果目標を上回り達成した。

52.6% 52.6% 202.6% 成果目標を上回り達成した。

集落営農組織の設立数 1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

集落営農組織への農用地の利用集積面積 30.0ha 30.0ha 178.8% 成果目標を達成した。

60.0% 60.0% 178.8% 成果目標を上回り達成した。

集落営農組織の設立数 1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

1団体 1団体 100.0% 成果目標を達成した。

1組織 1組織 100.0% 成果目標を達成した。

集落営農組織への農用地の利用集積面積 30.0ha 30.0ha 111.0% 成果目標を上回り達成した。

63.8% 63.8% 110.8% 成果目標を上回り達成した。

21.0ha 21.0ha 100.0% 成果目標を達成した。

目標年度 平成19年度 事業実施主体

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

（注）１ 整備事業の取組内容の順に記入する。複数年の取組にあっては、事業開始年度の早い順に記入する。

２ 事業実施年度欄は、複数年の取組にあっては、事業開始年度を記入する。

３ 事業実施後の状況欄は、要領別紙様式第２号別添別添３にある成果目標の達成プログラム欄の実績を記入する。また、事業費、負担区分欄も、同別添３の内容を記入する。

４ 点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び講じようとする指導欄は、点検評価に関する都道府県の所見及び要綱第８の２に基づき講じようとする指導の内容を記入する。

事業実施主体等取組評価報告書（経営力の強化を目的とした整備事業）

岩手県 報告年度 平成19年度

事業実施年度 市町村名 地区名 整備事業の取組内容 成果目標
目標値

都道府県費 市町村費 その他

実 績 当該年度
の目標
（Ａ）

Ａに対す
る達成率

負担区分（千円）
点検結果及び講じようとする措置又は点検評価及び講じようとする指導

計画時 1年目 2年目 3年目 交付金

5,525

うち特定農業法人（農業生産法人）の設立数 0法人 1法人 1法人

水田・畑作経営所得安定対策への加入 1組織 1組織

1組織 1組織

10,546 5,021 0

1組織

1組織

54.99ha 54.9ha 80.6ha

農地の利用集積率 50.9% 74.6%

うち連担地面積 50.0ha 50.0ha 78.8ha

0

平成18年度 花巻市 小瀬川 集落営農育成・確保緊急整備支援

1組織

平成18年度 花巻市 遊子・新屋 集落営農育成・確保緊急整備支援

50.9%

0 6,687
水田・畑作経営所得安定対策への加入 1組織 1組織 1組織

62.6ha 62.6ha 98.1ha

1組織 1組織

13,372 6,685 0

農地の利用集積率 41.1% 41.1% 64.4%

1,072
水田・畑作経営所得安定対策への加入 1組織 1組織 1組織

21.0ha 21.0ha 37.1ha

1組織 1組織

2,142 1,070 0

農地の利用集積率 42.0% 42.0% 74.2%

平成18年度 花巻市 轟木 集落営農育成・確保緊急整備支援

1組織

0

68.2%

平成18年度 花巻市 中根子・下坂井 集落営農育成・確保緊急整備支援

1組織

0

5,590

うち特定農業団体と同様の要件を満たす組織の設立数 1団体 1団体 1団体

水田・畑作経営所得安定対策への加入 1組織 1組織

1組織 1組織

11,178 5,588 0
1組織

11.0ha 26.0ha 32.1ha

農地の利用集積率 23.4% 55.3%

第三者機関
の開催年月日

平成20年2月18日 大桜地区営農組合 整備施設等 用排水整備 （暗渠排水）

目標年度の平成19年度に全ての成果目標を達成していること、点検評価を終了すること報告。第三者機関からは了承を得た。

うち連担地面積 8.0ha 8.0ha 21.0ha

0 0 7,500大桜 水田農業経営構造確立緊急対策 利用集積率 61.5% 61.5% 67.8% 69.0% 7,500


